
雇用シェア活用実現に向けた
滋賀労働局の取り組み

２０２２年 ２月２日

滋賀県在籍型出向支援協議会
事務局 1



１．在籍出向支援制度の周知活動

(1)滋賀労働局ホームページにおける周知

・「在籍型出向支援について」コーナーの開設
・「在籍型出向支援制度」「産業雇用安定助成金」の解説動画による紹介
・「在籍型出向支援制度」紹介リーフレット、相談・登録申込書の周知
（滋賀県在籍型出向支援協議会の開催状況とマッチング支援の周知実施）

(2)雇用調整助成金申請事業主様への重点的な周知と訪問

・雇調金申請事業主様を対象に訪問、在籍出向支援制度の概要ご説明や
出向意向の確認、状況によっては職業対策課同行のもと「産業雇用安定助
成金」の概要・活用についてアドバイスを実施

雇用シェア実現に向けた具体的取り組み内容－１
滋賀労働局 職業安定課

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計

電話 13 9 20 ８ ７ ４ 61

訪問 ９ 6 0 ２ ３ ２ 22 (令和3年12月28日現在） 2



ニュース＆トピックス
▼

各種法令・制度・手続
▼

事例・統計情報
▼

窓口案内
▼

労働局について
▼

⌂ ホーム ⌂ ホーム 検索

▾本文へ ▸お問い合わせ ▸よくあるご質問 ▸サイトマップ

⌂滋賀労働局 ＞ 在籍型出向支援について

在籍型出向支援について
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業の一時的な縮小などを行う企業が、人手不足などの企業との間で

「在籍型出向」を活用して従業員の雇用維持を図る取り組みがみられています。
こうしたコロナ禍における雇用維持を目的とした在籍型出向の取り組みを支援するため、滋賀労働局では、地域の

関係機関等と連携することなどにより、出向情報やノウハウの共有、出向の送り出し企業や受け入れ企業の開拓など
を推進しています。

在籍型出向とは

在籍型出向とは、出向元企業と出向先企業との間の出向契約によって、労働者が出向元企業と出向先企業の両方と
雇用契約を結び、一定期間継続して勤務することをいいます。

在籍型出向により、コロナ禍の中で労働者の雇用の維持が図られることに加え、労働者は自社ではできない経験を
することにより職業能力の向上につながり、出向元企業の経営にとっても業績向上や人材育成といった効果が期待で
きます。

また、出向先企業にとっても、人材の受入方法の選択肢が広がるとともに、出向労働者の能力発揮によって生産性
が向上するなど、職場が活性化する効果が期待できます。

詳細については、こちら（厚生労働省）をご覧ください。

相談窓口

労働基準監督署｜滋賀県

ハローワーク｜滋賀県

雇用環境・均等室｜滋賀県

ー

お役立ち情報 ＋
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ニュース＆トピックス
▼

各種法令・制度・手続
▼

事例・統計情報
▼

窓口案内
▼

労働局について
▼

⌂ ホーム ⌂ ホーム 検索

▾本文へ ▸お問い合わせ ▸よくあるご質問 ▸サイトマップ

的な縮小などを行う企業が、人手不足などの
企業との間で「在籍型出向」を活用して従業
員の雇用維持を図る取り組みが見られていま
す。
こうしたコロナ禍における雇用維持を目的と
した在籍型出向の取り組みを支援するため、
厚生労働省、労働局では、地域の関係機関等
と連携することなどにより、出向情報やノウ
ハウの共有、出向の送り出し企業や受け入れ
企業の開拓などを推進しています。
滋賀県では、令和3年６月17日に滋賀県在籍
型出向等支援協議会を開催しました。当協議
会は経済・労働者団体、金融機関、行政団体
の19の機関および団体で構成しています。

【経済団体】
・一般社団法人滋賀経済産業協会
・滋賀県商工会議所連合会
・滋賀県商工会連合会
・滋賀県中小企業団体中央会
・滋賀経済同友会
【労働者団体】
・日本労働組合総連合会滋賀県連合会（連合滋賀）
【金融機関】
・滋賀銀行
・滋賀中央信用金庫
・長浜信用金庫
・湖東信用金庫
・日本政策金融公庫大津支店
【出向等支援機関】
・公益財団法人産業雇用安定センター滋賀事務所
【社会保険労務士会】
・滋賀県社会保険労務士会
【関係行政機関】
・滋賀県
・経済産業省近畿経済産業局
・国土交通省近畿地方整備局
・国土交通省近畿運輸局
・農林水産省近畿農政局
・厚生労働省滋賀労働局

令和３年６月１７日滋賀県在籍型出向等支援協議会を開催しました。

構成機関・団体
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雇用シェア実現に向けた具体的取り組み内容－２
滋賀労働局 職業安定課

２．産業雇用安定助成金の周知・啓蒙活動

(1）滋賀県社会保険労務士会湖南支部様でのご説明

・実施日 令和3年 8月10日（火）
・参加人員 約 70名

(2）「雇用シェア＆産業雇用安定助成金」解説セミナーの開催
（産業雇用安定センター・雇用シェアサポートセンターとの三者共催）

・実施日 令和3年 8月24日（火）14：00～16：00
・開催方法 Zoomウェビナー

(3）滋賀県商工団体様等への働き方改革推進支援助成金等の説明会
・実施日 令和3年 8月26日（木）
・参加人員 56名

事前登録 参加実績

３４名 ３０名

何らかの取り組

みを始めたい

28%

雇用シェア制度

について、更に

詳細を聞きたい

11%

もう少し時間をか

けて検討したい

44%

その他

17%

御社の今後の取り組み
（セミナー受講後アンケートから）
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雇用シェアの背景と現状について

滋賀県雇用シェアサポートセンター

社会保険労務士 杉田 真友子 氏

産業雇用安定助成金の概要について

在籍型出向支援について

質疑応 答

セミナーのスケジュール

滋賀県労働局 職業安定部 職業対策課

事業主支援アドバイザー 上門 幹也 氏

公益財団法人 産業雇用安定センター 滋賀事務所

統括参与 寺田 良彦 氏

ご参考
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メール案内

45%

労働局のホームページ

11%

セミナーのチラシを見た

22%

他社（他者）から

の紹介

11%

その他

11%

１．セミナーを知った媒体

雇用シェアについ

て詳細を聞きた

かった

43%
産業雇用安定助成金

について詳細を聞き

たかった

50%

多様な働き方を推

進するための参考

7%

３.本日のセミナーに参加された目的

参考になった

72%

おおよそ知ってい

る範囲だった

28%

5.雇用シェアの現状と背景

参考になっ

た

78%おおよそ

知っている

範囲だった

17%

工夫が必要だと感じた

5%

７．産業雇用安定助成金の概要

参考になった

72%

おおよそ知って

いる範囲だった

28%

９.在籍型出向支援について

制度、進め方に

おける理解不足

33%

従業員への周知方法、理解を

得るための方法

30%

経営者の理解

22%

労働組合への説明、

理解

4%

その他

11%

11．雇用シェアを進める上での課題

「雇用シェアと産業雇用安定助成金」解説セミナー(8/24)アンケート抜粋ご参考
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質問 回答 問い合わせ先

１ ・雇用シェアサポートセンターに直接伺えば、申請書
の書き方など詳しく教えて頂けますか？
・相談日等の設定がありますか？

雇用シェアサポートセンターに直接ご連絡下さい。
お問い合わせ頂いたら、申請書等の書き方等ご案内させて頂きます。
ご相談日、日程は個別にご相談させて頂くことは勿論ご対応させて頂

きます。

雇用シェアサポートセンター
☎ 077-510-1005

２ 根拠書類として出向契約書が必要とのお話を頂きまし
たが、どういう情報が必要なのでしょうか？

産業雇用安定助成金ガイドブック（P41・P42）に出向協定書・出向契
約書の記入例の雛形がありますので、ご確認いただき、ご不明な点があ
れば、労働局までお問い合わせ下さい。

滋賀労働局 職業対策課
☎ 077-526-8686

３ グループ会社の一部の業種について、受け入れの話が
上がっているのですが、グループではなく、出向受け
入れ事業所単位で助成金は受け取れるのでしょうか？

産業雇用安定助成金の支給対象となる事業主は、雇用保険適用事業所の
事業主です。
（雇用保険被保険者が存在する事業所の事業主であること） 具体的なとこ
ろは、個別に一度ご相談下さい。

４ 産業雇用安定センターの出向事例で金属材料製造業か
ら製麺業への出向が同じ製造業ということで、初期経
費で負担がないというお話があったが、何に基いて異
業種かどうかの判断をしたらよいか？

産業雇用安定助成金ガイドブック（P20)「日本標準産業分類」の業種
一覧にてご確認いただけます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805_
00008.html

滋賀労働局 職業対策課
☎ 077-526-8686

産業雇用安定センター
滋賀事務所
☎ 077-526-3991

５ 出向後の話なのですが、出向の結果、実績等の提示は
必要なのでしょうか？

産業雇用安定助成金の支給申請書提出のタイミングで、出勤簿・賃金台
帳等の確認出来る書類提示が必要です。

滋賀労働局 職業対策課
☎ 077-526-8686

６ 産業雇用安定助成金ガイドブックは、どこで入手でき
ますか？

厚労省HPからダウンロードできますが、滋賀労働局でも現物を入手す
ることができます。

注）産業雇用安定助成金ガイドブックのページ数は、８月１日現在の内容で紹介しています
ex：７月１日現在の産業雇用安定助成金ガイドブックでは、18ページが「日本標準産業分類」一覧になります。

「雇用シェア＆産業雇用安定助成金」解説セミナー（８月２４日開催）で頂戴したご質問にお答えしておりま
す。

「雇用シェア＆産業雇用安定助成金」解説セミナーで頂いた質問と回答ご参考
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３．公益財団法人 産業雇用安定センター滋賀事務所との更なる連携
～在籍出向の送出企業や受入企業の開拓に向けて～
・雇用調整助成金申請事業主様の了解の基に、出向意向、制度利用条件

産業雇用安定センター登録意向を共有、必要に応じて同行訪問を行う。
・受入要望企業からの相談には、積極的な訪問相談を行う。

４．その他の周知・広報
(1)広報誌による周知
・滋賀県労働基準協会発行 「滋賀労基９」（令和3年9月号）
・全国労働保険事務組合連合会滋賀支部発行「会報しが第83号 2021.9」
・滋賀県労働雇用政策課発行 「滋賀労働（659号）」令和３年９月
(2)各団体でのメールマガジンによる「支援制度」の周知
・滋賀県中小企業団体中央会（8月）
・近畿農政局滋賀県拠点（8月）

雇用シェア実現に向けた具体的取り組み内容－３
滋賀労働局 職業安定課
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産業雇用安定助成金 出向計画届の受理状況
滋賀労働局 職業対策課

出向労働者数
（人）

出向元
事業所数（所）

出向先
事業所数（所）

２２ １２ １１

出向先

１．出向計画労働者数及び事業所数

出向先

出向元

A E I K L M N P R

農業
林業

製造業 卸売業
小売業

不動産業
物品賃貸
業

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス業、
娯楽業

医療
福祉

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

E 製造業 ３ １

H 運輸業・郵便業 ２

I 卸売業、小売業 ３

M 宿泊業、飲食サービス業 ８

N 生活関連サービス業、娯楽業 １ ２ １

P 医療、福祉 １

３．業種別 出向計画労働者数（22人の内訳）

支給申請書
受理件数
（件）

支給決定
件数
（件）

支給決定金額（円）

出向元 出向先 計

10 9 1,768,000 3,669,000 5,437,000

２．支給申請書受理＆支給決定状況

※出向元・出向先事業所は全て中小企業

出向先
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今後の取り組み方針
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滋賀県在籍型出向等支援協議会 各構成機関ごとの役割（案）

各構成組織との連携により在籍型出向制度のさらなる活用促進を目指す

労働者団体

産業雇用安定センター
滋賀事務所

連合滋賀

社会保険
労務士会

滋賀県

金融機関

行政機関

経済団体

滋賀労働局
（事務局）

滋賀銀行
滋賀中央信用金庫
長浜信用金庫
湖東信用金庫
日本政策金融公庫

経済産業省 近畿経済産業局
国土交通省 近畿地方整備局

近畿運輸局
農林水産省 近畿農政局

滋賀経済産業協会
滋賀県商工会議所連合会
滋賀県商工会連合会
滋賀県中小企業団体中央会
滋賀経済同友会

滋賀県在籍型出向等支援協議会

構成機関 主な役割

滋賀労働局 協議会事務局として
・構成組織間との全体調整、
・産業雇用安定助成金の支給事務

滋賀県（雇用シェア

サポートセンター）

・制度推進に係る周知・広報
・専門家による相談対応
・セミナー等の開催

産業雇用安定センター ・出向先企業（候補）の開拓
・出向元／出向先のマッチング・相談

社会保険労務士会 ・産業雇用安定助成金の申請支援
・出向契約書等の労務管理支援

経済団体・金融機関 ・傘下企業、取引企業への制度周知
・出向情報・助成金利用希望情報収集

労働者団体 ・出向支援制度推進に係る周知・広報
・出向者の相談体制構築への取り組み

行政機関 ・所掌する各業界に対する制度周知
・企業向けセミナーなどの開催13



他都道府県の取り組み事例（抜粋）
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他協議会関連取り組み事例（抜粋）－１

◆意識調査・アンケート

◆支援拠点・サイト開設

県名 取り組み内容 調査対象

山梨 県内企業に対して、人材シェアマッチング希望の有無、人材余剰・不
足の有無・不足のある職種等の企業調査を実施

調査対象：14,932社（回答率19.5％）

（東海3県）
愛知・岐阜

三重

・中部経済産業局、３労働局合同の統一啓蒙ビラ発行
・東海３県新型コロナウイルス感染症影響下における人材マッチング
意向確認調査の実施（令和３年３月）

・送出希望企業：24社 459人
・受入希望企業：92社 1,484人

県名 拠点・サイト目的 支援内容

三重 ２０２０年８月、雇用過剰企業と人手不足企業との雇用シェアを支援する
「みえ労働力シェアリング支援拠点（５名体制）」を津市に立ち上げ

・雇用シェアの無料マッチング
・常駐専門家による無料相談対応

岐阜 求職者の支援拠点として「岐阜県総合人材チャレンジセンター
(愛称：ジンチャレ)」に「労働力シェアリング」のサイト開設

・在籍型出向、人事交流、兼業、
副業の求人情報を見やすく発信

◆県商工労働部による専門家派遣

県名 派遣回数

鳥取・香川 専門家（弁護士）派遣制度の案内チラシ発行 派遣回数：１企業（団体）当たり１年度内で最大４回
15



他協議会関連取り組み事例（抜粋）－２

◆支援策ガイドブック発行

県名 取り組み内容

熊本 ・新型コロナウイルス感染症に伴う中小企業者向け支援策（助成金・給付金等）ガイドブックを策定

石川 ・国・石川県・金沢市の支援金・協力金・補助金・助成金・融資制度等を資料冊子として発行

県名 拠点・サイト目的 支給金額

岐阜 「岐阜県労働力シェア促進交付金」
在籍型出向制度を活用し、在籍型出向による人材の受入を行っ
た事業主に対して、給付金を支給

支給額 出向契約の成立1名当たり ５万円

富山 「富山県在籍型出向支援補助金」
在籍型出向により労働者の雇用を維持する出向元と出向先の双
方の事業主に対して、その出向に要した賃金の一部を補助

国の「産業雇用安定助成金」 「富山県在籍型出向支援補助金」

出向運営経費×９／１０
上限額12,000円/人日(元･先計)

出向運営経費×１／１０
（上乗せ補助：上限額1,500円/人日）

◆「交付金・補助金」支給

県名 取り組み内容 申込受付期間

岡山
山口

岡山：１回あたり２時間程度、１事業主様２回まで
山口：１回あたり３時間程度、１事業主様３回まで

令和4年3月18日迄 相談無料

◆社会保険労務士会による無料相談
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